
第5部　市街地の整備

5－4　情報･通信、エネルギー


統計表の集成と基礎資料

この分野は、情報･通信に関する統計表とエネルギーに関する統計表で編成されている。
情報･通信に関する統計表は、郵便関係の統計表、電話関係の統計表、電信関係の統計表からなる。基礎資料は、主に『名古屋市統計書』及び『名古屋市統計年鑑』であるが、郵政省、日本電信電話公社(現NTT)、国際電信電話株式会社などの業務統計によっている。
エネルギーに関する統計表は、電気･ガスの統計表からなる。基礎資料は、主に『名古屋市統計書』、『名古屋市統計年鑑』及び『中部電力史略』などである。すべて各関係機関の業務統計によっている。
郵便の沿革

郵便制度は、明治4年3月に東京～大阪間で実施されたのに伴い、名古屋においても同年12月鉄砲町一丁目に名古屋郵便役所(明治8年1月に名古屋郵便局と改称)が設置された。その後、種々の制度改正が加えられて、明治16年1月から施行された郵便条例によって郵便制度は整った。その後、明治18年12月逓信省が創立されたのに伴い、郵便事業及び電信事業は逓信省の管轄となり、明治33年3月の郵便法などの制定によって通信に関する法体系が整備された。戦後、昭和23年1月から新郵便法が施行され郵便事業は郵政省の管轄となった。昭和24年11月にお年玉つき年賀葉書、25年6月に暑中見舞葉書が発行された。最近では、昭和57年7月から電子郵便のサービスが始まるなど郵便業務の多様化がすすんでいる。なお、明治22年の郵便料金は、封書が2銭、葉書が1銭であった。
電信電話の沿革

電報の取り扱いが開始されたのは、明治2年12月の東京～横浜間が最初であり、名古屋においては明治5年9月に名古屋電信局が設置され取り扱いを開始した。明治18年12月の逓信省の創設により電信事業も同省の所管となったため、明治19年6月に名古屋電信局は名古屋郵便局と合併して名古屋郵便電信局となった。一方、電話事業が開始されたのは、明治23年12月の東京～横浜間のことであり、名古屋においても名古屋電話交換局が設置され、明治31年10月より市内通話が開始された。明治33年4月には名古屋～四日市間で長距離通話も始まり、同年7月に東京、大阪とも通話が可能となった。その後、明治36年4月からは名古屋電話交換局は名古屋郵便電信局と合併して名古屋郵便局となり、郵便局で電信電話事業が行われることとなった。なお、電話事業は大正8年2月に名古屋中央電話局に移管された。第二次大戦後、電信電話事業は電気通信省に引き継がれたが、昭和27年8月に日本電信電話公社が発足し、公共事業体に移行された。その後、昭和60年4月の電気通信事業法の施行により民営化された。
電気･ガス事業の沿革

名古屋に初めて電灯が点じられたのは、エジソンの発明後7年の明治19年10月26日、当時の名古屋区栄町にあった名古屋区役所会議室での電灯試験であった。その後、明治21年に名古屋電灯会社が設立され、翌22年には本市の市制施行直後の12月15日に電気の供給が開始された。この当時は、400灯、電柱391本、発電所は火力発電所(位置は現在の栄二丁目)であった。また、電力供給は、鉄道などの産業拡大に伴う動力需要に応えるため明治37年10月に開始された。
次に本市におけるガスの使用は、明治40年4月に中区門前町の愛知県博物館で開かれた内国商工品共進会での、名古屋瓦斯株式会社(設立･明治39年11月5日)によるガス灯点火が最初であった。ガス供給が開始されたのは、明治40年10月27日である。当時の需要戸数は、700戸、地域は市内の8分の1程度であり、もっぱら灯火用であった。明治43年以降には市内幹線道路にガス街路灯が設置され、大正4年には330基を数えるに至っている。また当時、灯火はガスと電気とが競合状況にあり、名古屋地方でその状況に終止符がうたれたのは大正3年であるが、それ以後、熱用はガス、灯火用･動力用は電気という区分となり、現在に至っている。
